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電気通信学園における養成訓練成立の背景
―戦前の技術者運動に参画した梶井剛に着目して―

＊加 藤 敬 之

1 ．問題の所在と研究の目的

　現代の日本では，1990年代のバブル崩壊以降，雇用
の調整弁として派遣労働者を使用し，正規社員であっ
ても使い捨てるいわゆるブラック企業が登場するな
ど，企業内で働く者を大切に育てなくなっている。日
本の企業では OJT のみならず，OFF-JT もバブル経済
崩壊後，衰退する 1 。しかし，現在のビジネス環境で
は，新たな技術や知識はコモディティ化する速度が速
いからこそ，それを生み出し続け，社会的に影響を与
えることができる「人材」が大切であり，企業の内部
資源と言える。戦後，日本の企業内で技能訓練のみな
らず，「人材」を育成することに重点を置いた企業が
いくつか存在した。これらは今で言うリソースベース
ドビュー（Resource-based view：内部経営資源戦略
論）とよばれる経営戦略論であり，企業競争優位の源
泉を，企業の内部資源に求めたのである 2 。
　戦後，日本の企業内教育の一つの事例として，「人
材」を企業の内部資源と捉え，「技術者に対して高度な
一般教養教育」まで実施したのが電気通信学園の養成
訓練であった。この制度は戦後，GHQ が主導する短期
訓練からの転換を図るものであり，この制度の導入の
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本質を知ることは，現代の「人材」育成の観点を考え
る手かがりになるものと考える。そこで，戦後，電気
通信学園の養成訓練が企業内教育制度として導入され
た本質的な淵源を，史的に探究することを本稿の目的
とする。この淵源を明らかにすることは，現代の技術
者への教育を再検討するうえでの示唆を得ることがで
きると考える。

2 ．研究の目的を達するための研究方法

　『中央電気通信学園史（別冊）』3 によれば， 2 年間
の養成訓練の開始である第 1 回高等科入学式（1953
年 9 月 1 日）で和気学園長は，「公社になりましてか
ら，総裁の非常なる御英断と関係当局の熱心なご努力
によりまして，ここに二ヵ年の長期の訓練制度が生ま
れた」とある。この総裁とは，日本電信電話公社の初
代総裁梶井剛であり，梶井の意思決定が養成訓練の成
立の中心にあったことを当時の学園長は述べているの
である。もちろんそれ以外の要因として，官練の復活
を望む動きもあった。これは『中央電気通信学園史』4

（p124－125）に記述がある。しかし同書においても，
「この高等科新設はなんといっても初代梶井総裁の理
解と英断によるものであった。氏自身電信電話事業の
訓練について熱烈な意欲を持っておられたことは，第
一回高等科入学式の祝辞や，後年発表された「わが半*  名古屋大学大学院学生
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生」やその他の随想の中からも痛切に知ることでき
る。」5 と，記している。
　梶井の経歴は，明治から大正に元号が変わった1912
年（明治45）に，東京帝国大学工科大学電気科を卒業
し，逓信省に入省した。逓信省では工務局長までなり，
法学部出身者が優遇された当時の官界（含：逓信省）
において，技術者としては最高位の役職に就いたこと
になる。また，その部下には松前重義がいた。梶井は
逓信省を退官後は，日本電気の社長などを務める。戦
後すぐには東海大学初代学長に就く 6 。これは梶井剛
と松前重義が親しく，かつ，教育の面で価値観を共に
していたからだと考えられる。
　そこで，本稿の目的を達するために，より焦点化す
るために，戦前において梶井剛と松前重義が価値観を
ともにして参画した技術者運動 7 と彼らの関わり方を
明らかにすることと，梶井剛の教育観，およびそれに
影響を与えたと考えられる松前重義の教育観を明らか
にすることで，電気通信学園の養成訓練の成立の本質
的な淵源に迫る。
　そして，この課題に迫るためには本稿の考察の対象
をより焦点化する必要がある。そこで，本稿では「技
術者に対して高度な一般教養教育」が実施された淵源
を探るのであるから，考察の対象を，本社直轄である
中央電気通信学園の技術高等科のみに焦点を当てる。
また，実証的に明らかにするために，本稿の調査・分
析対象となる資料は，主として，梶井剛等が執筆した
文書を一次資料として分析する。国立国会図書館に保
存されている逓信省発行の雑誌，電気通信協会発行の
雑誌や，電電公社発行の発刊にその言説が記載されて
いるので，これらを中心に，戦前の技術者運動との関
係性，松前重義の教育思想との関係性を分析する。

3 ．先行研究の整理

　電気通信学園の養成訓練の記録的な記述に関して
は，『電信電話事業史第 5 巻』8（p436－442）や『続逓
信事業史（二）職員』9 （P425－428）がある。前書で
は，戦前から続いた省内訓練が GHQ の意向により，
1948年 8 月以降は「一般の学校で通例実施されている
学科目について訓練の課程を施すことはできない」こ
ととなり，短期単能の訓練制度への転換を余儀なくさ
れたことを指摘している10。この結果，電気通信学園
では多種多様な職能訓練を実施することになる。しか
し，同書では，1952年 8 月に官庁機構から公共企業体
になると，「事業の成否を決するものは帰するところ
人であり，これまでの訓練にはこの人間教育の面につ
いての配慮が不十分であった」11ことを踏まえ，通信方

式の変更，新技術の導入等に伴う職務の変更，もしく
は知識の付加に必要な比較的短期の訓練は専修訓練と
して整理存続させるとともに，一方で，長期要員計画
を樹立し各職種・各層に及ぶ所要の適格者を将来にわ
たって確保し，事業の合理的・能率的運営を維持する
ために，1953年 3 月次のとおり訓練制度整備方針が出
されたことを記している。具体的には，「①新規採用者
については，各部門とも原則として訓練を施したうえ
で職場に配置する方針のもとに，訓練制度および施設
を整備する。②将来の幹部要員ないし現場中堅要員養
成のため，長期養成訓練制度を設けること。③訓練制
度を総合的・体系的に編成すること」12を挙げている。
この②が，本稿で対象とする養成訓練である。これは
高等科訓練制度要項（1953年 5 月15日制定）13には次の
ように記されている。「①訓練科名 業務高等科・技術
高等科，②訓練期間 2 カ年，③訓練実施機関 中央電
気通信学園，④入学資格 部内職員であって，次の各号
のすべてに当たる者であること。a. 4 年以上の職務経
験（訓練期間を含む）を有する者，b. 所属長の推薦を
受け，所管通信局長（本社にあってはそれぞれの部局
所室課長，本社付機関にあってはそれぞれの長） c. 入
学試験に合格した者 ⑤訓練生の身分給与 a. 訓練生の
身分は中央電気通信学園所属とする。 b. 訓練期間中
は俸給・勤務地手当・扶養手当および通勤費に限り支
給する。 c. 訓練期間中の昇給・昇格は通常どおりとす
る。 d. 卒業後の配属先は事業上の要求に基づいて決
定する」。この要項が制定されると，直ちに第 1 回高
等科訓練生の募集が社報に掲載され，1598名が受験し
た。そのなかで，選抜が行われ業務科70名，技術高等
科70名で，第一回の訓練が1953年 9 月 1 日より始まっ
た。また，高等部訓練の開始に続いて，中等部訓練の
中等部訓練制度要項も整備された（1953年12月23日制
定）。ここでの訓練は，部内職務経験 2 年以上を有する
者に， 1 年間訓練を実施するものであり，専門知識・
技能・一般教養科目をもとり入れられた14。
　また，より詳細な事実を記したものとして『中央電
気通信学園史』『続中央電気通信学園史』15『中央電気
通信学園史（別冊）』がある。それによれば，訓練時間
は 2 年間で3280時間16であり，そのなかで第 1 回技術
高等科の一般教養科目とその担当者は次のようなもの
であった17（表 1 ）。技術高等科の訓練時間の内訳は，
一般教養科目375時間，事業基礎科目1050時間，事業一
般科目1003時間，実験実習300時間，専門事業研究260
時間，その他，である18。
　この点特筆すべきは，高等部技術科の講師のレベル
は高等教育レベルの電気工学の教育が実施されるとと
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もに，教養教育も十分に実施されたと言うことであ
る。すなわち，合理性を追求する企業でありながら，
哲学，倫理学，文学，社会学，心理学，経済学，法学
といった学問を教授した点である。
　もっとも，なぜ技術高等科の一般教養科目でこれほ
ど高いレベルの講師がそろえられたのかは，先行研究
では明らかになっていない。
　高等部技術科の卒業生職級分布状況は，『中央電気
通信学園史』（P169）に詳しい。高等部技術科 1 回生
の入学から約10年後（1968年 1 月 1 日現在）の職級は，
指定管理職四等級，管理職一等級，教官職一等級に任
用されている者は10名おり，これは，本社－通信局係
長－本社係長の順を経ている者が大部分である19。次
に，指定管理職五等級，管理職二等級，教官職二等級
に任用されている者は56名いる。これらから言えるこ
とは，高等部技術科を卒業した多くの者は，10年後に，
まさに組織の中堅的存在になっているということであ
る。またそれが本社および全国の通信局で活躍してい
る20。さらに，技術高等科 1 回生の荒木精之助は1965年
10月から80日間サウジアラビアへ，また，同じく 1 回
生萩野徹也は1963年 7 月から206日間，また1965年11
月から84日間イランへ派遣されている21。このことか
ら卒業生が広く活躍できる人材になっていることがわ

かる。加えて荒木は国家試験である技術士（電気部門）
の資格を取得している。この技術士の応募資格は，新
制大学または，旧制高専卒業生に対しては，予備試験
が免除されていた。そして，この予備試験の免除の特
典が電気通信学園の技術高等科に認められたことは，
電気通信学園の養成訓練の高さの証左であろう22。訓
練生の学歴は，主として高校卒業が多く， 3 回生から
は高専卒も入学資格ありとされ，高専出が10名入学し
た。また，10回生より新制大学卒業者も入学資格を与
えられた。さらに10回生からは中央・鈴鹿電気通信学
園の 2 カ所訓練が実施され，1968年 3 月の卒業生をだ
すまで，鈴鹿でも技術者の養成訓練が実施された23。
　この他に，『日本近代百年史 第十巻 産業教育 2 』24

にも若干の記述がある。しかし，これらはいずれも記
録的な記述にとどまり，電気通信学園の養成訓練の成
立過程を分析したものではない。
　また，三上敦史25によって，社会的評価や高文官試
験との関係に着目し，逓信省所管の逓信講習所や逓信
官吏練習所と文部省所管の学校階梯の関係について分
析した史的研究が行われている。その研究では，戦前
の逓信講習所や逓信官吏練習所は，家計状況により中
等・高等教育を受けれない「無学歴者」が立身出世を
めざす受け皿となっていたことを明らかにしている。
また，関係の変化について，逓信官吏練習所について
は，高文官試験の合格者を輩出したことや，1920年の
逓信省告示で行政科の実習科目の廃止や手当増額によ
り，社会的評価が高まり行政科の入学志願数が増加す
るが，1924年に高文官予備試験の受験資格が廃止され
ることや，1923年の関東大震災を起因とする行財政改
革による廃止論をかわすために受験資格を部内限定に
したことにより，その評価は終焉したことを明らかに
している。もっともこの研究では技術科については分
析されていない。また，戦後の電気通信学園の養成訓
練はその対象となっていない。
　逓信省の技術者の技術者運動については，大淀昇一
が『宮本武之輔と科学技術行政』26『近代日本の工業立
国化と国民形成―技術者運動における工業教育問題の
展開―』27の 2 つで，戦前の技術者運動およびその工
業教育問題について詳細な研究を行っている。それに
よれば，技術者運動28とは，宮本武之輔29（東京帝国大
学工科大学土木学科出身，内務省土木局）に代表され
る工部大学校出身の技術系官僚や民間の技術者が中心
となり，科学や技術を主軸とする制度的秩序を形成し
ようとし，かつ，政治秩序のなかで権力の分配を求め
た，「技術の制度化」への動きであった。すなわち，日
本では，技術者としてのお雇い外国人を代替すべく国

表 1　技術高等科の科目と講師

＜一般教養科目＞
哲学，倫理学：高峰一愚（東京都立大学教授），社会学：
黒川純一（東京大学教授），産業心理学：相原葆見（労働
科学研究所），狩野広之（労働科学研究所），太田垣瑞一郎

（労働科学研究所），樋口伸吾（労働科学研究所），民法：
峯村光郎（慶応大学教授），須藤次郎（慶応大学助教授），
芦部信吾（東京大学助教授），法学概論（慶応大学教授），
経済学（慶応大学教授）
＜事業基礎科目＞
物理学 大塚明朗（東京教育大学教授），数学 佐藤常三（早
稲田大学教授）数学演習 南雲仁一（慶応大学講師）電気
磁気学 山田直平（東京大学教授）電気磁気学演習 関口忠

（東京大学助教授）電気回路理論 山田直平（東京大学教授）
電気回路演習 関口忠 電子工学（不明）数理統計学 国沢清
野典（東京工業大学助教授）電気磁気測定 西野治（東京
大学助教授）経営経済学 中島省吾（明治学院大学講師）」。
また，事業一般科目は「電気音響学 実吉純一（東京工業
大学）線路工学（ケーブル）片岡竜（藤倉電線 KK）無線
機器学 関英男（岩崎通信機 KK）無線伝送学 宇田新太郎

（東北大学教授）電力工学大意（不明）発送配電工学 埴野
一郎（早稲田大学教授）熱機関 西脇仁一（東京大学教授）
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産の技術者育成が推進され，彼らは日本の技術開発や
インフラ整備の最前線を担い，当初それらを指導して
いたお雇い外国人の役割を代替する。1899年お雇い外
国人の受け入れ制度自体が廃止され，ここに日本人技
術者，技術官僚による近代日本の発展が本格化する。
しかし，法科優位の官界では技術系官僚の地位は低
く，政策決定に関わる重要な地位には就けずに，お雇
い外国人と同様の役割しか与えられなかった。その原
因は，技術者は科学と技術の担い手に過ぎないという
評価と，技術者自体がエンジニアに過ぎず，社会全体
を総合的に見て工業政策をつくれるという評価ではな
かったからである。宮本武之輔が中心となり，1920年
に技術者による自主的な運動団体である「日本工人倶
楽部」を結成し，運動を開始，その後に高まる国家革
新の潮流へ日本の技術界をコミットさせていく。1935
年に会名が「日本技術協会」と変更する。同じ頃，逓
信省内でも技術者運動は展開される。1931年に無装荷
ケーブルを開発し，東京と満州を結ぶことに成功した
松前重義・篠原登・本田静雄等は，梶井剛が工務局長
に就任すると，逓信省の技師たちが新しい技術者運動
の担い手として活動し始める30。やがて，宮本武之輔
と接点が生じ，彼らは日本技術協会に入会し，活動を
連携していく。やがてこれは第一次近衛文麿内閣の農
林大臣有馬頼寧を通じて近衛文麿へ連なる組織となっ
ていく。「技術報国」と技術尊重，そして技術者の地
位向上目指し運動が展開されていく。そして総力戦体
制確立の契機の一つとなった科学技術刷新体制の成立
により，宮本を初めとする技術系官僚たちの地位は向
上を果たす。彼を含む多数の技術者・技術系官僚が所
属した諮問機関・国防技術委員会は，総合国防技術政
策実施綱領を政府に提示し，その中で技術者による技
術政策の統制が主張される。1941年，科学技術新体制
確立要綱が閣議決定され，経済・科学・技術等の総合
運営を担うとされた企画院が設立されると，宮本武之
輔は次長に就任する。ついで技術院が設立され，形式
上は科学技術に関する意思決定権が技術官僚に付与さ
れ，法科出身の官僚が偏重される原因であった文官任
用令の改正も行われ，ここに戦前の技術官僚の地位は
一つの高みに達する。しかし，その後の技術院の活動
は必ずしも効果的なものとは言えず，「国家社会にお
けるエンジニアリング的活動の教育局面，生産局面，
研究局面での展開の全てを技術者の統制的行為，計画
的行為でもって統合してゆく局面を担当する一元的官
庁はついにはできなかった」31と大淀は評価する。実質
的に技術官僚が政策決定に役割を果たせずに終わり敗
戦を迎える。しかし，戦前の技術者運動の動きは，戦

後の科学技術庁へと連続する。「戦後の宮本武之輔に
比すべき戦後の経世家的技術者，テクノクラートとし
ては，なんといっても大来佐武郎32の名が挙げられね
ばならない」。33その大来佐武郎とは，戦前にあっては
逓信省の技術官僚であり，戦後にあっては，経済企画
庁総合計画課長として「国民所得倍増計画」を策定し，
大平内閣では外務大臣を担う。この点に，大淀は戦前
と戦後の関連性を見出している。もっとも，戦前と戦
後の電気通信学園の養成訓練の成立の関係性について
の言及はない。
　以上から，電気通信学園の養成訓練については，先
行研究では未だ十分な検討が行われていない。そこ
で，養成訓練（高等部技術科）が制度として導入され
た背景を，淵源と考えられる戦前史から探究すること
で，その意義を明らかにする。

4 ．逓信省の技術者運動と梶井剛と，その
言説

（ 1）戦後の梶井剛の言説（※下線部分は筆者が加筆）
　総裁である梶井剛の電気通信学園の高等部入学式で
の訓示は，以下のようなものであった。「終戦後私は浪
人をして居つたのでありますが，昨年の八月一日公社
にまたもどって参ったのであります。その時就任の挨
拶といたしまして事業は人にあり，ということを申し
たのであります。これは古来しばしば云い伝えられて
いる言葉でありまして，決して新しい言葉ではありま
せん。けれども実際に私共は，逓信事業は本当に人に
ありと深く感じていたのであります。何かと申します
と，逓信事業と言うものは，本来文化の尖端をゆくも
のでありまするけれども，不幸にして社会的にその地
位はめぐまれない，その努力功績に対し，世人が割合
に知らない，然しこの事業に従事している人はそんな
ことを省みないで，もくもくとして，社会奉仕の念に
燃えて一生を捧げ，今日の事業の基礎を築かれて参つ
たのであります。こう言うような人は，どう言うとこ
ろから出ているかと言うと，すべて逓信官吏練習所か
ら出て来た人であり，その人々の努力と言うことに対
しては，吾々も多年接して居りまして充分承知してお
ります。その人達はほんとうに名誉も金も，そう言う
ものを全然かえりみないで，一生を捧げて本日を築き
上げられたのであります。その後をうけて吾々がやつ
ておるのでありますから，不幸にして GHQ のあやま
れる政策のために，逓信官吏練習所が廃止されたと言
うことは，かような人材を養成する途を絶たれたので
あります。将来この逓信事業を運営する上において，
いかにして彼様な人を選ぶべきだろうかと，このこと
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を考えましたために就任の際に，特に事業は人にあり
と言うことを申したのであります。」34

　また，別の梶井の発言の史料には次のようにある。
「昭和二十七年八月に電気通信省が日本電信電話公社
となってから，第一に着手したいと考えたことは，電
信電話事業に対する訓練機関の復活であった。幸いに
事業の戦災復旧を促進するため，中央並びに地方に短
期の訓練を実施する制度および設備があったので，こ
れを恒久的制度とし，地方には一年制の中等部を，中
央に二年制の高等部を置くこととした。」35

　さらに，公社発足第一年目の第15回国会に料金値上
げと共に電信電話拡充五ヵ年計画が提出されるが，そ
のなかでも特に注意すべきことの一つとして，「訓練
機関を充実すること」とある。その説明として，「事業
が人にあることは今更言うまでもないことであるが，
電信電話事業においては，終戦後 GHQ の方針によっ
て逓信官吏練習所が廃止され，単に学校卒業生を採用
して訓練をすれば足りるということになった。終戦後
我国の教育制度が GHQ の方針によって変革が加えら
れた米国式となったが，本来一国の教育はその国の歴
史的発達の上に出来上がったもので，他国の教育制度
の優れた点は進んで取り入れ改革するのは当然である
が，歴史を無視して他国の制度をそのまま受け入れる
ことは，むしろ害あって益少ないのである。従って我
国の教育制度は漸次過去の美点を復活して再改革を加
えられると思うから，現在の再訓練をもって足れりと
すべきではない。ことに将来に対する事業の発達を考
えれば，事業と直結した教育機関が最も有効適切に人
材を育成できるのであるから，公社としての教育機関
の充実が必要であって，二十八年より発足することと
した。学園施設は一応有しているので，今後は教授の
充実，学科目の設定等内容を整備しなければならない
と同時に，将来収容人員を増加し，過去における教育
の欠陥を補てんする計画を立てなければならない。こ
のため学園に対して五カ年計画を立て，さらに学園の
拡大に伴って必要な資金，設備，公社，寄宿舎等に関
して検討，立案すべきである」36と，日本電信電話公社
の五カ年計画の重要事項の 1 つとし，訓練の再構築を
目指しているのが明確に示されている。そのうえで，
中央電気通信学園に高等部が創設されるのであるが，
それについて梶井は「わが半生」で，「公社が発足した
ときには，職員の訓練機関として，地方の電気通信局
に一年生の中等部の学園，東京に中央学園，三重県鈴
鹿市に鈴鹿学園というのがありました。長い歴史をも
つ逓信官吏練習所（前身は明治六年に創設された修技
校，明治二十三年に東京郵便電信学校となり，のちに

逓信官吏練習所と改名）が，終戦直後，高等逓信講習
所と改称されて，東村山に置かれていましたが，占領
軍ににらまれて，ついに廃止されてしまったのです。
その後第一学園としてわずかに無線通信関係の訓練を
行ない，昭和二十五年になって，はじめて大学卒業の
新規採用者を対象とする総合研修訓練を行うにすぎま
せんでした。しかし，新時代に即応する訓練施設の拡
充が必要になってきましたので，昭和二十六年五月，
東村山から現在の神代の地に移して，名称も中央学園
と改めました。そして，さらに公社になってから，た
だ訓練施設の拡張をはかるだけでなく，真に公社人と
しての見識と，人格の陶冶育成をはかるために，新た
に高等部を創設して，部内外の熾烈な要望に応じるこ
とになったのです」。37「全寮制をとって，中央学園の
全学生を入寮させ，互いに人格を錬磨せしめるととも
に，先生方の社宅を設けて，教官と学生が常に接触し
うる機会をもち，今日の大学および高等学校教育の大
きな欠陥である教師の人格的反映のない悪制度を救済
しようという考えでした。」38「中央学園高等部も，将
来は大学程度まで，教育内容を向上させるべきであっ
て，最近，官庁所属の研修所がいずれも大学校という
名称になっていますから，中央電気通信大学校と改め
て，校舎も不燃焼の鉄筋コンクリート建築とし，図書
館やすべての設備を完備すべきであると思います。最
近，各方面で大学の騒動がありますが，中央学園こそ
は，先生と生徒が一体となって，人材教育の模範を示
してもらいたいものです」。39また，別の記述にも，「中
央学園は神代の国際電気通信株式会社の跡地にあっ
て，敷地も七万坪に余り，教育施設は勿論のこと，全
員を収容し得る寮を建て，運動場を整備したから，学
生は互いにその人格を錬磨し，勉学に運動に，常にそ
の友情を昻め，わが国の電信電話事業の将来を荷うべ
き中堅幹部にふさわしい人材を輩出することとなるで
あろう」40と，記している。
　以上，日本電信電話社初代総裁に就任後の梶井剛の
発言から少なくとも 3 点の事が言える。
　①梶井は，逓信事業に携わる技術者は，「社会奉仕の
念」のような公的な資質がなければならないことを意
識していることがわかる。特に逓信事業は通常はいわ
ゆる目立つ仕事ではない。それにも関わらず，職責を
果たせる技術者を育成することが重要と考えていた。
また，電気通信事業を運営できる人材を求めていた。
　②梶井は，技術者の育成のための訓練を重視してい
た41。もっとも，GHQ 占領下でのアメリカ式の訓練を
全面的に肯定はしていない。
　③技術者に人格の陶冶を求めた。そのためには長期
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の訓練課程を設置する必要があった。また，戦前に逓
信省が有していた官練とは異なり，全員が寄宿制度に
なっている42。それにより学生相互の人格の錬磨，教
官と学生が常に接触しうる機会をもつことで，教官に
よる人格的な教育を求めた。
（ 2）戦前の梶井剛の行動と言説（※下線部分は

筆者が加筆）
　では梶井剛が技術者の育成に対して，以上の 3 つの
事を求めたのは何故だろうか。その手掛かりを探るた
めに，戦前の梶井の行動と発言を次に見ていく。
　逓信省においても，明治当初のいわゆる「お雇い外
国人」により西洋近代技術は入植した。その後，工部
大学校などを通じて育成された日本の技術者は，お雇
い外国人の代替的な存在になる。技術は，外国の特許
を買うなどして外国の技術を導入した。しかし，逓信
省内の技術者の一部は，外国の技術をまねるような技
術者を良しとせず，日本人の手で国産技術を生み出す
ことを求めた。その先例が松前重義と篠原登43が発明
する無装荷ケーブル44であった。そして，世界の趨勢は
装荷ケーブ（アメリカのピューピン博士が開発）の時
代において，無装荷ケーブルの技術的優位性と経済的
合理性を検証し，これを逓信省として導入することを
主導したのが，当時の逓信省内の技術者の最高位の地
位にあった梶井剛（逓信省工務局長）であった。日本
と朝鮮，満州との間に，本格的な電信電話網を建設す
る巨大プロジェクトの実施にあたり，下関と朝鮮の釜
山を結ぶ海底電信線の一部を無装荷ケーブルの電線に
置き換えて，実用化のための実験を重ね成功させる。
これは官民が協力しての研究であり，なによりも技術
の欧米依存一辺倒から脱却し部品・器材・特許におい
て，通信技術の国産化という画期的な事例であった45。
その後，梶井工務局長を中心として「長距離通信網基
本計画員会」が組織され，この委員会で無装荷ケーブ
ル方式を，長距離通信ケーブルの根幹とすることが決
定された46。その後1935年より開始される，東京と満
州国の首都新京を結ぶ約1700㎞におよぶ長距離電話回
線建設に際して無装荷ケーブルは適用される。
　電線の歴史において，大正の裸線時代からケーブル
ができ，さらに装荷から国産の無装荷ケーブルを誕生
させたこの歴史的ターニングポイントにおいて，発明
した技術者もさることながら，国家の政策として導入
を推進する意思決定をした梶井が大きな役割を果たし
たと言える。科学や技術の進歩は，社会の流れである
が，それを組織内に持ち込むには，必ず誰かが責任を
負った意思決定をする必要がある。特に前例主義の官
庁において新しい技術を採用することは困難である

し，さらに，当時，国産技術を導入するということは
困難があったと考えられるが，それを実証的な実験結
果をもとに梶井は国産技術の導入を決定する。梶井が
日本の技術の歴史の流れを変えるべく，幅広い知見か
ら国産技術の導入に舵を切る政策の「意思決定」をし
たのである。その役割は，「一部の engineer」から「全
体に対する manager」という役割を担うものであると
言える47。
　戦前についての梶井の言説を見ると，逓信省内での
技術者について，「明治四十年頃までは電気といえば
まず電信電話と思われたくらいであるから逓信省へ優
秀な技術者が集中した」。48「これらの先覚者である技
術者は自己の技術によって国家に奉仕せんとの念が強
かったので浅野，大井，五十嵐博士の如きもその地位
は勅任課長程度であったけれども上司の次官，局長か
らは非常に尊敬され，事業に対する学識経験において
指導的立場にあった」49と言及している。これは別の見
方からすれば，優秀な技術官僚であってもそのポスト
は局長や次官などにはなれなかったことを意味してい
る。
　さらに，戦前の梶井の発言や記述を見ると，1941年
4 月に『文芸春秋』50の「「高度國防國家建設と技術」鼎
談會」で，宮本武之輔，梶井剛，松前重義の対談が行
われている 。このなかで，梶井はドイツ留学の経験を
踏まえ，当時のドイツの強さについて，「資本に技術が
隷属してゐるのでない。資本家も亦，技術に對して，
非常に尊敬してゐる。だから，技術を資本家の從属的
立場に置かない」。「日本はそうではなく，日本では手
間もとれるし，金も掛かるし，それよりも外國の特許
を買った方が早いということでやってしまふから，日
本では生まれるべき環境が一つも今日まで出来てゐな
い。」とあり，日本の技術に対しする軽視，ひいては技
術者に対する軽視が日本独自の技術を生まないことを
言及している。また，技術官僚の地位について，宮本
の「一體，日本の局長級の役人で，科学の技術だのの判
る人が幾人ゐます？」 との発言に，梶井は，「まぁ，あ
んまり攻撃ばかりしちゃいかぬけれども…。（笑聲）」 
とあり，続けて，人材育成について梶井は，「人の養
成を怠ったら，その惡結果はやつぱり十年二十年の後
に來る。そこで，その時の政治家が將来を洞察する眼
を持ってゐないと，非常に誤りをすることになるんで
す。ところが日本では今日まで技術について本当に將
来のことを考えてやつた人が一人も居らぬのです」。 
そして，「たゞ徒らに多くの知識を持つてゐるといふ
だけでは，決して物の役に立つ人間ではない。日本は
日本獨特の技術を建設していく人間を作らねばならな
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いのです」とあり，梶井の技術者の育成観がわかる。
　さらに，梶井の戦前の発言を見ると51，梶井が逓信工
務局長の時に，「工業政策と最高工業教育」『工業國策』

（第一巻第二号，1938年 6 月号）で，技術者の育成に対
しては，当時の大学教育を批判し，「人物訓練の欠如・
工業政策に関する教育の欠如を挙げるとともに，講義
の古過ぎ・多過ぎ・語学過重」を指摘し，また板書と
ノート筆写を重点にした教授法を批判している。さら
に，当時の帝国大学工科大学の分化制度は余りに専門
分化主義に陥り，「各分科の知識を総合した識見を以
て活動せねばならぬ範疇が著しく増して来た」にもか
かわらず「工科大学を出た技術者が社会に於いてなん
となく気分に余裕がなく，物を総括的に考える力がな
い」と技術者の欠陥を指摘している。これは，技術や
科学が国家の重要な政策に内包されるように制度化さ
れても，それを担う科学者や技術者が，社会に対して
関心や知識が薄弱でれば，その政策決定に関与できな
い。そこで，工学教育においても，政策立案に関与で
きるような育成をするために，政策立案に関係する学
問も学び，総合的に考える力を育成する必要性を考え
たと解される。
　また，梶井の考えは，梶井だけにとどまらず，逓信省
工務局でも共有していたと考えられる。その理由は，
梶井が工務局長に就任した1934年のことと重なって，
逓信省内では 7 月に「技術談話会」が組織され， 7 月
3 日には逓信省技術官僚による「逓信技友会」が発足
する（一年後に会員数は2400余りになる）。そこでの方
針は，創設主意書にまとめられるが，要点は，「技術者
の分野は各専門的分業的に狭深化的傾向を生じ，益々
高い塔に籠り勝となる，而も従来の如く技術者が単に
一事一物に長じたりとして徒に象牙の塔に立籠もって
作為の世界に超然たるは尊き使命に忠実なる所以と言
ふ事は出来ない」52という考えのもと，総合的に工学の
知識や技術を結びつけ，かつ，「技術自体の社会性並
経済を強調し，技術家としての担う可き，積極的使命
の顕現を標榜した」53ことであった。すなわち，技術者
が積極的に技術者として社会や経済に関する政策を担
い，これにより法科優位の官界において技術者の地位
を向上させようというものであった。この点，逓信省
の技術者運動での「逓信技友会」は，梶井の意図に連
なっていると言える。
　また，当時の技術者運動の担い手がどのように当時
の技術者を見ていたかというと，松前重義は，「明治以
来の科学技術教育が一般に偏狭な専門意識にこりかた
まり，自分をとりまく周囲の情勢や政治のあり方に対
いする認識不足と，技術者としていかに生くべきかと

いう人生観，国家観，歴史観，世界観などに著しく欠
けるところがあった」54し，「技術者運動の途上におい
て，技術者に責任のある地位を与えた場合において，
その技術者には百科全書的技術の知識はあっても，こ
れを社会の動きにどう適応せしむべきかについて，あ
まりにも思想的社会的訓練に乏しい」55と技術者の視
野の狭さを感じていた。梶井剛もまた技術者運動のな
かで同様に考えており，梶井は，宮本が中心となる日
本技術協会の機関誌『技術日本』第185号（1938年）の
巻頭言で，科学者や技術者に対して，「友よ，徒らに
象牙の塔に立籠りて一日の安きを偸む勿れ。友よ，空
しく工場の裏口に立ちて女々しく不平に喞つ勿れ。科
學者よ覺醒せよ。技術者よ協力せよ。行手に人類文化
建設の崇高き理想を戴き，事に當りては力山をも抜く
断行の信念に立ち，雄々しくも勇ましき足並みを揃へ
て歩武堂々破邪顯正の行進を續けよ。これぞ，實に若
人の行進である。これぞ技術大衆の前途である。」と
唱え，科学者や技術者が社会や政策に積極的に関わる
ことを鼓舞している。さらに，機関誌『技術日本』第
194号（1939年）の巻頭言で，「為政者の科學並に技術
に対する認識不足のみを嘆ずる譯には行かない。科學
並びに技術に直接関係せるものが為政家の蒙を啓き認
識を是正して，國家興隆に対して貢献せんとする熱意
を缺きたるの憾みがないとは云えない。然れども今日
に於いて過去を語る愚を捨て，寧ろ将来のある若き科
學者並びに技術者が斯かる窮状を打破し，今後為政家
をして謬らざる産業立国の諸方策を行はしむる様努力
し，我國の益々隆盛なる様貢献せられんことを期待し
てやまない次第である」と，科学者や技術者が積極的
に政治に関わってこなかったことへの反省とともに，
若い技術者の産業立国に向けての積極的な関りを鼓舞
する。
　そして，逓信省の技術者運動をリードした松前が，
技術者の地位をあげ，日本独自の技術生む人材を育成
する環境を整えることが必要であるとの考えの下，大
政翼賛会を脱退した後，1942年，松前重義が中心と
なって財団法人国防理工学園が生れ，航空科学専門学
校が発足している。設立当初の理事に有馬頼寧，大河
内正敏，松前重義等に加えて，梶井剛も理事に就任す
る56。
　さらに，戦前の梶井の技術者についての考えがよく
表れているものとして，『中央公論』に掲載された「日
本科学の建設」57という論稿がある。そこには，「今日
の技術は複雑多岐であつて，その研究には工學部門の
専門學者が多數協力して初めて完成がきせられ得るの
である。此の事實を見れば技術の進歩発達は時を異に
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したる研究の成果の集積を必要とするばかりでなく，
同時に數多くの専門學者の協力を必要とするものであ
るから，今日の技術は全く其の総合力の強弱によって
進歩の速さが左右される」。58そのために国家として
は，「純正科学より技術の末に至る迄一貫して此れが
発達を積極的に図るために科学院又は技術院の如き中
枢機関を必要とする」59と述べ，梶井は，技術やそれを
ささえる科学が具体的に展開しうる国家の総合調整機
関の設立を求め，技術や科学の制度内への確立を求め
た。
　このような戦前の梶井の行動，言説を見て取ると，
少なくとも次の 2 点が言える。
　①技術者運動のなかで，技術者の地位の向上と同時
に，工業教育の内容を，単に技術だけにとどめるので
はなく，それを総合的に考える人材，広く政治や社会
的に適応できる人材の育成を求めた。つまり，総合的
な観点から意思決定ができること，技術者が協力し，
電気通信事業を運営できる人材を求めていた。さらに
は，国家の運営も総合調整できる人材を求めた。
　②技術者運動と並行して，技術の国産化を求めた。
無装荷ケーブルを使い長距離通信網を作ることを意思
決定した点にそれは表れている。また，松前に協力し，
財団法人国防理工学園を設立し，航空科学専門学校が
発足させ，独自の技術者の育成を行った。
　この 2 点は，戦後の中央電気通信学園での養成訓練
で，技術者に対して「経済学」や「法学」を高等教
育レベルで学ばせ，総合的に組織内の意見を調整し，
政策判断をできる組織のリーダーを育てようとした
点，また，技術者の養成についても GHQ のやり方を
鵜呑みにすることはなかった点に，戦前と戦後の連続
性を見て取れる。言うなれば，その役割は，「一部の
engineer」から「全体に対する manager」を育成する
という役割を担うものである。また，電電公社が独自
の国産技術にこだわり，東京都武蔵野市に1948年に作
られ「電気通信研究所」を，1952年の梶井が総裁に就
任した日本電電公社発足後も大切に育て，国産の電気
通信技術を開発していったこととも連続する。
　もっとも，工業に関する専門科目や政策形成のため
に必要な知識として「経済学」や「法学」以外に，「哲
学」や「産業心理学」などの教養科目を設置し，それ
がおよそ大学教育と比肩すべきレベルの教官により実
施するに至ったのはなぜか。また，全寮制にするなど
して，人格の陶冶を訓練に重視したのは何故か。それ
は戦前に行動を伴にしていた松前の影響があったと想
定される。そこで以下に松前の考えを見る。

5 ．梶井剛と松前重義の教育思想の関係性
の分析

　松前重義は，東海大学の設立者であるが，戦前は逓
信省の技術者として働いており，梶井が逓信省工務局
長時代の部下であった60。しかし，梶井と松前は，単に
上司と部下との関係ではなく，松前の無装荷ケーブル
の研究開発を支援し，日本と満州間の敷設の意思決定
を実施をしたのが梶井であったし，宮本と関わりなが
ら，技術者運動では行動をともにした。また，松前が
中心となってつくる東海大学の原点とも言うべき「望
星学塾」の設立時，梶井剛が同学園の顧問に就任して
いる。また，戦中の財団法人国防理工学園の理事に就
いたり，戦後は東海大学の初代学長に梶井は就任した
りする。教育の面で行動を伴にする梶井と松前は，少
なくとも技術者の育成観という観点では，考えを共に
していたと考えられる。
　では松前の技術者の育成観とは如何なるものか。松
前は，東京の逓信省本省で働きだした頃，内村鑑三が
主宰する聖書研究会に通い始める。聖書研究会を通じ
て，松前は，内村鑑三と，内村に紹介されたデンマー
クのグルントヴィに影響を受ける。内村鑑三は小冊子

『デンマルク国の話』において，グルントビィに関する
記述している。そこに語られている熱い信仰と平和主
義の精神が松前の心を揺さぶり，松前のグルントヴィ
への関心は，やがて松前自身がデンマークへと向かう
ことになる。そして，松前は国民高等学校を訪ね，の
ちに『デンマークの国民教育と産業組織への進展』と
いう本を出版する。さらに松前は，戦中にあって，体
制翼賛運動という国民統合の流れに乗って，技術の国
家管理と統制に計画生産体制をめざしつつ，同時にこ
の運動のなかで，教育新体制による人的資源の開発，
人材の養成，しかも工業教育によって政治をも純化し
ていく力量を持った技術者の養成を目指した。
　そして，技術者の養成観においても，技術者運動が
展開されるなかで，松前と梶井と共鳴し，戦後，東海
大学を設立する際に，松前と梶井は協力しており，松
前の提案で「自然科学と人文科学を融合した教育」を
目指そうということになった61。
　松前重義『東海大学の精神』には，次のように記述
されている。「今より二十年前から，われわれは盛んに
この科学技術振興の重要性を主張してきた。そして私
と，企画院次長をやっていた故宮本武之輔博士らは，
科学技術の振興を主張する技術者の同志的結合である
日本技術協会を組織して，科学技術の振興と，技術者
に対する処遇の問題について，政府に対していわゆる
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技術者運動なものを行った」。62さらに，「一般教養の
講義こそ重要で，その理解なしにいかに専門の学物を
教授し，勉強したところで，そこには創造性のある学
問の発展も人間の育成もあり得ない。そこで私は，一
般教養の科目こそ，トップクラスの学者が担当し，含
蓄のある内容の講義をなすべきだと思う」63とあり，技
術者の育成に対して一般教養の重要性を説いている。
　さらに松前は，戦前においては，「翼賛会の総務部長
に就任するとき，科学技術教育を改革するかたわら，
自分でも理工科大学をつくろうと思っていた。念願の
科学技術教育―それも従来のものに欠けていた思想教
育の上に立つ技術教育によって，自覚と良識のある青
年を世に送り出そうと考えたのである。それには科学
技術をも理解し得る文科系教育を並立させることが必
要である。そして翼賛会の科学技術振興運動が盛り上
がろうとしているいまが好機と判断した」64のであり，
まさに理系と文系を融合しようとしたのである。
　そして，その理念を実現するため1942年に財団法人
国防理工学園の航空科学専門学校を設立し，理事に梶
井も就任する。国防理工工科大学の教育課程の編成原
理は（表 2 ）の三カ条に示される。
　また，1946年に松前が設立し，梶井が初代学長にな
る旧制東海大学は，理工学部と経文学部それに予科か
らなる。旧制東海大学設立理由書は次に示される（表
3 ）65。
　表 2 と表 3 には，科学を学び，科学と経済や歴史観
と結び付け，総合的に思考できる人間の育成を目指し
たという共通点がある。つまり，松前・梶井は，この
2 つの大学の設立に中心的に関わり，科学と技術を中
心にしながら，総合的な人材を育成しようとしたので
ある。これは彼らが求めた技術者の育成観であり，戦
前の技術者運動で求められた科学や技術を基にした

「manager」の在り方とも連続すると言える。
　さらに，松前が大正15年以来，教育研究会，聖書研究
会，望星学塾と，デンマークのグルントヴィや内村鑑
三の思想の影響を受け，教育家として歩み出した頃の
理想が，より近い形で実現するのは戦後において福島
県で設立した英世学園であった。これは約100人の農
村青年を集めて「デンマークの国民高等学校にならっ
て先生と生徒が寝食をともにする教育」66を実践した
のである。松前はグルントヴィの実践を次のように理
解していた（表 4 ）67。
　松前の教育観の淵源はここにある。そして，ここま
で見てきたように松前と梶井は，技術者の育成観に関
して歩みを共にしてきたのであり，教育の面において
も相互に影響しあっていたものと考えらえる。

財団法人英世学園は，日本国民学舎，有明中学校，農
工科学研究所を設立した。施設の一つ日本国民学舎
は，1946年に開校された。教育期間は，冬の農閑期四
カ月のみで生徒は18歳以上の男子50名，女子20名の共
学で，教授法はデンマークの国民高等学校にならって

表 2　国防理工工科大学の教育課程の編成原理

1  　歴史進展ノ原理ヲ洞察シ，民族ノ使命ヲ把握セル健全
ナル国家観，世界観ヲ確立ス

2  　科学技術相互間，各専門技術相互間ヲ緊密ニ連絡スル
総合教育ヲ施シ，知識ノ部分的，分析的ニ流レル通弊ヲ
匡正ス

3  　科学技術ノ実際化ヲ図ル為，学校ト実務トノ連絡ヲ密
ニスルト共ニ教科目ニ於テモ経済関係ノモノヲ重視ス

表 3　旧制東海大学設立理由書

…実ニ有史未曾有ノ戦イニ無謀ニモ突入シ加フル惨憺タ
ル敗戦ヲ喫シタル歴史的事実ノ裏ニ潜ム其ノ理由ニ対ス
ル冷静ナル反省コソ今日我国民ニ課セラレタル重要課題
タリ，即チ日本民族ノ有スル第一ノ伝統的欠点ハ歴史哲学
ノ真髄ニ徹セズ其ノ基礎ノ上ニ立チタル道義的社会訓練
ニ不足シ，人情麗シキモ高キ理想ト冷静ナル判断ヲ誤リ確
固タル人生観，世界観ヲ把握セザルコトニアリ，又其ノ第
二ノ欠点ハ科学性ニ乏シク科学，哲学，宗教トノ相関関係
ニ於テ確固タル世界観ヲ把握セズ科学ノ目的トスル使命
感ニ欠ケタル之ナリ，…

表 4　松前重義『私の履歴書』ｐ110－111，日本経済
新聞，1984年

先生と生徒たちは寝食をともにしながらからだを鍛え，規
律ある生活を送った。聖書的な歴史観と人生観を中心と
する教育はこうした環境のなかで試みられた。生徒たち
はやがて，みずからその使命を自覚するまでになった。大
地主の子は，ある年齢になると自分から進んで農地を開
放し，今日のような豊かで平和な農村が生まれた。一種の
無血革命はかくして成功した。これを推進し，その基礎と
なったのはキリスト教的信仰であった。このすぐあとで，
私は平林広人氏の「デンマークの復興と国民高等学校につ
いて」という講演をきいた。内村先生のパンフレットとあ
わせて，私は大きな感銘を受けた。教育がこの豊かなデ
ンマークを産んだ事実は私を動かした。“私もまた教育に
よって愛する祖国，平和日本を興そう”この理想が，いつ
しか私の胸にしっかりと根をおろすようになった。教育
に寄せる私の夢はこのとき芽ばえたものである。
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行われた。教科書はなしで，講義と研究討議のみの総
合的な教育実践であった。講師は，各分野の錚々たる
人物が集められた。主要科目と講師は次のようであっ
た（表 5 ）68。
　表 1 と表 5 を比べると，共に文部省系の高等教育で
はないが，各分野の錚々たる人物が講師陣になって実
践が行われているという共通点がある。また，電気通
信学園の技術高等科と英世学園の共通点として，寄宿
制度により，生徒同士が刺激しあい，また，講師と生
徒の距離が近く知識だけでなく人間性の陶冶を目指し
た点が挙げられる。

6 ．技術者運動と松前重義と養成訓練の関
係の分析

　逓信省の戦前の技術者運動と，戦後の連続性をみる
ならば，戦後，電電公社の総裁と副総裁は，技術者と
法科出身者が交互に，務める伝統ができた。戦時経済
の高度化とともに，技術が重視される局面で，確かに
技術者の役割を増大させ，それが部分的に戦後にも引
き継がれた。これは戦前の逓信省の技術者運動の帰結
と言うことができるであろう。
　また，松前重義は戦前の技術者運動の帰結として，
国防理工学園を発展させて旧制東海大学を設立し，そ
れがその後新制東海大学となる。松前は自身が国産技
術としての無装荷ケーブを発明し「engineer」としての
立場を確立し，その後は政治に参加し様々な政策を提
言したり，組織を運営したりしたように，松前の技術
者観は，「一部の engineer」にとどまらず，「engineer」
でありながら，技術的な知識をもとにし，かつ，社会
的・経済的な観点を含めた総合的な判断や調整ができ
る「全体の manager」であった。そして，旧制東海大学
の設立理由にも表れているように，「全体の manager」
になれる技術者の育成を目指す教育機関が，戦後の東

海大学だと言える。そのような文脈で戦前と戦後の連
続性を見るならば，当然，戦後も活躍する逓信官僚出
身として日本電信電話公社初代総裁として表舞台に再
び登場する梶井剛にも，戦前と戦後の連続性を見て取
れる。戦後，日本電信電話公社の初代総裁となった梶
井剛は，戦後突如として表れたわけでなく，戦前の技
術者運動の運動体の動力源だったのだから，敗戦や占
領により中断し，形はかわっても，その本質的な思想
の実現に向けての動きを続けたと言える。その一つ
が，技術者が，技術的な見地を踏まえて，さらに目の前
の技術のみに囚われず幅広い教養と科学や技術の見地
から総合的な意思決定ができる人材を育成しようとし
た，電気通信学園の技術高等科の養成訓練と言える。
　その成立には，官営から公社の形態をとり，独自の
判断で訓練内容を決することができるようになった総
裁梶井剛の英断があったと見ることができる。

7 ．結論

　以上のことから，電気通信学園の高等部技術科の養
成訓練成立の背景には，戦前，逓信省の技術者として
松前重義等とともに，また，宮本武之輔等とともに，
技術者運動に参画し，技術者の地位向上を目指した梶
井剛の意向が大きく反映していた。その意向とは，戦
前に梶井が考えていたことの反映であり，次の 3 点が
電気通信学園の技術高等科の養成訓練成立に反映して
いると言える。
　①電気通信学園の高等部技術科の養成訓練は， 2 カ
年の長期訓練で，技術者としての職業に直結する工学
の知識のみならず，電気工学全般および「法学」や「経
済学」をも学ぶことで，政策立案者，今でいえばミド
ル・リーダーとしての現場の総合調整や総合的な観点
からの現場対応ができる人材を育成することを目指す
ことであった。さらに，それは，「engineer」にとどま
らず，「engineer」でありながら，技術的な知識をもと
にし，かつ，社会的・経済的な観点を含めた総合的な判
断や調整ができ，かつ，組織の中核となる「manager」
を育成するということであった。
　②戦前，梶井が技術の国産化を積極的に行ったよう
に，梶井は戦前の官吏練習所を中心とする日本独自の
逓信省の技術者の育成方法も高く評価していた。ま
た，戦前，梶井自身が独自に技術者を育成するなど技
術者の育成の方法の国産化も重視していた。したがっ
て，占領下での GHQ 主導の訓練方法を全面的には肯
定せず，日本独自の訓練方法を重視し，日本電信電話
公社の五ヵ年計画の中で，訓練を重要事項の一つとし
た。

表 5　『英世学園』の主要科目と講師

＜学科＞　一般歴史 鈴木成高（京都帝国大助教授），歴史
哲学 高山岩男（元京都帝大教授），物理科学史・生物学史 
下村寅太郎（東京文理大学教授），宗教 遠藤栄（会津高田
教会牧師）・独立伝導師（藤本正高），地理 川喜田二郎（東
海大学予科教授），国語 淵江文也（東海大学予科教授），文
芸史 大山定一（京都帝大助教授）…
＜特別講座＞　世界観と人生観 高坂正顕（京都帝大教
授），日本農業の特徴に就いて 東畑精一（東京帝大教授），
新興農村への道 那須皓（東京帝大教授），電気と技術者た
るの道 篠原登（逓信省工務局長）…
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　③梶井に，教育の内容の面で大きな影響を与えたの
が松前重義であったと解される。梶井は，松前との上
司と部下の関係を超えた親密な交流により教育観を熟
成させていくことになる。したがって，電気通信学園
の養成訓練の一つである，高等部技術科は，松前重義
の考えが梶井剛を通じて反映したものでもあるとも解
さる。電気通信学園の高等部技術科の養成訓練では，
技術者に「哲学」や「産業心理学」など一般教養教育
を実施し，また，訓練生が全寮制で寝食を共にし技術
者としての人格的陶冶をも目指したことが，その証左
と言える。まとめると，電気通信学園での高等部技術
科の養成訓練を戦前の技術者運動の一つの帰結として
の側面と，デンマークのグルントビィや内村鑑三から
思想的な影響を受けた松前重義から影響を受けた側面
をここに見ることができる（図 6 ）。
　これらにより，梶井が第一次五カ年計画で「事業は
人にある」という言葉どおり，その後，急激に進化す
る技術や社会の変化にも対応する組織の中堅人材を育
成したことが，安定した日本の電気通信インフラを維
持できた要因の一つとなったのであると解する。

8 ．今後の課題

　電気通信学園での養成訓練の一つである，高等部技
術科の成立の背景の一つの側面を解明することができ
た。ただし，GHQ の短期訓練から高等技術科で一般教
養教育を重視するように変化した理由を，戦前の梶井
や松前が行った技術者運動との連続性があったことを
明らかにしたにとどまる。今後，さらに，カリキュラ
ムの設計や講師の選定などより詳細に実証的な研究を
行う必要があると考える。
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Background of the Establishment of Long-term Training  
at the Telecommunications School of  

Nippon Telegraph and Telephone Public Corporation:  
Kajii Takeshi, a Participant of the Prewar Engineers Movement

Takayuki KATO*

The aim of this paper is to analyze the reasons for the establishment from 1953 of the long-term 

training course at the telecommunications school in the Nippon Telegraph and Telephone Public 

Corporation. This training course aimed to create future executive staff, and as such, it focused on 

the acquisition of expert knowledge, skills, as well as facility in general liberal arts subjects.

 Mr. Takeshi Kajii was the first president of the Nippon Telegraph and Telephone Public Corpora-

tion. This paper considers the relationship between Mr. Kajii’s stated ideology and activities in both 

his prewar and postwar days.

According to this investigation, three factors explain why this training system was established.

1) The background for the introduction of this system comes from Mr. Kajii Takeshi’s earlier experi-

ence. From before the World War II, together with Mr. Shigeyoshi Matsumae, Takeshi Miyamoto and 

others, Takeshi Kajii to improve the status of engineers.

2) Mr. Kajii did not completely accept the GHQ-led training method during the Occupation. He em-

phasized the importance of nurturing a unique training course particularly for a Japanese telecom-

munications engineer, the aim of which was to develop Japan’s domestic technology.

3) Mr. Matsumae influenced Mr. Kajii greatly regarding the contents of the education proposed. Thus, 

the long-term training course is a reflection of Mr. Matsumae’s ideas filtered through Mr.  Kajii. Ad-

ditionally, Mr. Matsuma had received great inspiration from Mr. Grundtvig, an educator in  Denmark, 

and Mr. Uchimura Kanzo, an educator in Japan, the combination of the two resulting in a training 

system that was a reflection of both educational pedagogies.
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